令和５年度

選挙管理委員会事務局
１　　沿　　　　　　革
昭和２１年１１月２１日　　府県制の一部を改正する法律（昭和２１年法律第２７号）により

大阪府会議員選挙管理委員会を設置

昭和２２年　５月　３日　　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）の施行により大阪府選

挙管理委員会となる。

昭和２５年　７月２１日　　事務局を設置


事務局に庶務、選挙の２係を置く。

平成　５年　４月　１日　　庶務係を総務係に改める。

平成１２年　４月　１日　　総務係を総務グル－プに、選挙係を選挙グル－プに改める。 

平成１５年　４月　１日　　総務グループを総務・企画グループに改める。

平成１９年　４月　１日　　総務・企画グループを総務グループに改める。

２　　組　　　織　　　表
（令和６年３月３１日現在）

課長補佐　　 総務グループ
事務局長　　　 
次長　　　　  課長補佐　　 選挙グループ
３　　現　　　員　　　表
書　記　　　　　　　　　　　１３人　（令和６年３月３１日現在）

４　事務事業執行概要
選挙グループ
１　選挙管理委員会の運営

委員会は、定例会12回、臨時会２回、計14回開催した。
根拠法令
○地方自治法　
２　大阪府知事選挙

　　大阪府知事選挙は、令和５年３月23日に告示し、４月９日に執行した。
　　その執行状況は、次のとおりである。
（1）候補者

　　立候補者数は６名であった。
	区　分
	大阪維新の会
	参政党
	新党
くにもり
	政治家
女子48党
	無所属
	合　計

	計
	１
	１
	１
	１
	２
	６


　　　

（2）投票結果

	区　　　　分
	男
	女
	計

	当日有権者数（人）
	3,411,185
	3,777,480
	7,188,665

	投票者数（人）
	1,553,305
	1,823,947
	3,377,252

	投 票 率（％）
	45.54
	48.28
	46.98


（3）開票結果

	投票者総数

　　　（人）
	投　票　総　数
	無効投票率

　　　（％）

	
	有効投票数
	無効投票数
	

	3,377,252
	3,310,361
	66,792
	1.98


　　当選人　　　吉村　洋文　　　　2,439,444票

　　
（4）選挙公営

①　政見放送及び経歴放送

政見放送の申込みは、立候補者６人全員が行い、各候補者につきテレビ放送が５回、ラジオ放送が３回行われた。

　　②　選挙公報

　　　　選挙公報は、候補者６人全員から掲載申請があり、4,896,150部を印刷し、市区町村の選挙管理委員会を通じて各世帯に配布した。

　　③　ポスター掲示場

　　ポスター掲示場（区画数12）は、府内に計12,880ケ所設置された。

④　新聞広告

新聞広告は、候補者のうち１人が４回行った。

　　⑤　選挙運動用自動車等の公営

候補者の得票数が法定得票数に満たず、供託物が没収されない限り、選挙運動用自動車の使用及び選挙運動用ビラ及び選挙運動用ポスターに要した費用は、一定の限度額の範囲内で府が負担することとされており、選挙運動用自動車の借入等の契約の届出及び負担の状況は、次のとおりである。
	区　　　　　分
	契約届出者数
	公費負担の対象者数

	選挙運動用自動車
	① 一般乗用旅客自動車運送事業者との契約
	０
	０

	
	②　①以外の契約
	自動車の借入
	２
	２

	
	
	運転手の雇用
	１
	２

	
	
	燃料供給
	２
	２

	選挙運動用ビラ
	２
	２

	 eq \o\ad(個人演説会告知用ポスター及び,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(選挙運動用ポスター,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	２
	２


（5）明るい選挙臨時啓発
　選挙時における啓発事業として、懸垂幕の掲出、ポスターの掲示、駅のデジタルサイネージ広告、コンビニエンスストアのレジスタ画面広告、選挙啓発動画や画像のSNS等WEB媒体への表示、百貨店等におけるアナウンスの実施、府及び市町村の公報紙等への掲載等による啓発等の事業を実施した。
３　大阪府議会議員一般選挙

　　大阪府議会議員一般選挙は、令和５年３月31日に告示し、４月９日に執行した。
　　その執行状況は、次のとおりである。
(1)候補者及び選挙すべき議員の数
　立候補者数は、128人であった。
　なお、11選挙区（大阪市大正区及び西成区、大阪市西淀川区、貝塚市、泉佐野市及び泉南郡熊取町、富田林市・大阪狭山市及び南河内郡、松原市、大東市及び四條畷市、和泉市、柏原市及び藤井寺市、羽曳野市、泉南市・阪南市並びに泉南郡田尻町及び岬町）が無投票となった。
	区　分
	大阪維新の会
	自由民主党
	公明党
	日本共産党
	立憲民主党
	社会民主党
	無所属
	合　計

	計
	56
	26
	14
	14
	2
	1
	15
	128


（2）投票結果

	区　　　　分
	男
	女
	計

	当日有権者数（人）
	2,799,674
	3,120,437
	5,920,111

	投票者数（人）
	1,296,198
	1,530,229
	2,826,427

	投 票 率（％）
	46.30
	49.04
	47.74


（3）開票結果

	投票者総数

　　　（人）
	投　票　総　数
	無効投票率

　　　（％）

	
	有効投票数
	無効投票数
	

	2,826,427
	2,717,558
	108,763
	3.85


（4）選挙公営
　　①　選挙公報

　　　　選挙公報は、53選挙区の候補者128人中全員から掲載申請があった。無投票の選挙区を除く42選挙区4,256,150部を印刷し、市区町村の選挙管理委員会を通じて各世帯に配布した。
　　②　ポスター掲示場
　　　　ポスター掲示場（区画数は６、８及び10）は、府内に計12,880ケ所設置された。
　　③　選挙運動用自動車等の公営
　　　　候補者の得票数が法定得票数に満たず、供託物が没収されない限り、選挙運動用自動車の使用及び選挙運動用ポスターに要した費用は、一定の限度額の範囲内で府が負担することとされており、選挙運動用自動車の借入等の契約の届出及び負担の状況は、次のとおりである。
	区　　　　　分
	契約届出者数
	公費負担の対象者数

	選挙運動用自動車
	① 一般乗用旅客自動車運送事業者との契約
	0
	0

	
	②　①以外の契約
	自動車の借入
	99
	126

	
	
	運転手の雇用
	86
	126

	
	
	燃料供給
	64
	126

	選挙運動用ビラ
	117
	126

	選挙運動用ポスター
	125
	126


（5）明るい選挙臨時啓発
　　選挙時における啓発事業として、懸垂幕の掲出、ポスターの掲示、駅のデジタルサイネージ広告、コンビニエンスストアのレジスタ画面広告、選挙啓発動画や画像のSNS等WEB媒体への表示、百貨店等におけるアナウンスの実施、府及び市町村の公報紙等への掲載等による啓発等の事業を実施した。

　
根拠法令
　　　　○公職選挙法
　　　　　○地方公共団体の議会の議員及び長の選挙期日等の臨時特例に関する法律
４　選挙啓発事業　
(1)明るい選挙を推進するために、次の事業を実施した。　

ア　啓発資料の作成

・　学校教育との連携のもと若年層の政治意識の高揚を図るため、中学３年生及び小学６年生を対象とした教育副読本を作成し、府内の小・中学校に配付した。

· 視覚障がい者に対して、点字による「有権者のしおり」を作成し、有権者に配付した。
· 学校等における政治的教養を育む教育の推進を支援するため、高校生向け補助教材「はじめての投票用紙」を作成し、府内の高校に配付した。また、選挙制度や投票の手続きなどを紹介した動画を作成し、府内の高校に配布するとともに、府ホームページに掲載した。

イ　ポスターコンクール事業

次代の有権者に明るい選挙の意識を育んでもらうため、都道府県選管連合会等と共催で、府内の小・中・高の児童、生徒を対象に明るい選挙啓発ポスターコンクールを実施した。

また、応募作品を活用して、府民センタービルでポスター展示会を開催するとともに入選作品を府ホームページに登載した。
　 (2)明るい選挙推進講座（市区町村明るい選挙推進協議会組織・活動活性化研修会）の実施
　　　選挙や政治をテーマとした講演会を通じて、地域において明るい選挙推進運動の中核となるべき府内市区町村明るい選挙推進協議会委員等の研修を行い、同協議会の組織・活動の活性化を図るとともに、本講演会を一般に開放することにより、府員の政治的意識と教養の向上を図り、明るい選挙の実現に資することを目的として啓発事業を行った。
　　　　開催日：令和５年12月25日（月）
　　　　開催場所：大阪府庁新別館南館８階　大研修室
　　　　対象：95名
根拠法令
○公職選挙法
５　政治資金規正法に基づく事務  
(1) 政治団体の届出状況は、次のとおりである。
（令和６年３月31日現在）

	区　　　分
	政党の本部・支部
	その他の政治団体
	計

	大阪府選管届出団体
	345〔57〕(30)
	2,062〔85〕(2,070)
	2,407〔142〕(2,100)

	総務大臣届出団体
	7〔6〕( 0)
	233〔21〕(853)
	240〔27〕(853)

	計
	352〔63〕(30)
	2,295〔106〕(2,923)
	2,647〔169〕(2,953)


備考：〔　〕書は、国会議員関係政治団体で内数である。

備考：（　）書は、政治資金規正法第17条第2項に該当している団体で外数である。
(2) 資金管理団体の指定状況は、次のとおりである。

（令和６年３月31日現在）

	区　　　分
	資金管理団体数

	大阪府選管届出団体
	       607 (256)

	総務大臣届出団体
	      19 (  0)

	計
	626 (256)


備考：（　）所は、政治資金規正法第17条第2項に該当している団体で外数である。
(3) 政治団体からの令和４年分の収支報告書の提出状況は、次のとおりである。
	区　　　分
	政党の支部
	その他の政治団体
	計

	大阪府選管届出団体
	349
	2,092
	2,441

	総務大臣届出団体
	8
	222
	230


備考：大阪府選管届出団体は、令和５年９月30日までに府選管に提出された件数であ
り、この数値を基礎として収支報告書の概要をとりまとめ、令和５年11月29日
に公表している。

なお、総務大臣届出団体は令和５年５月31日までに府選管を経由して総務大臣あ
てに提出された件数であり、総務省において収支報告書の概要を令和５年11月24
日に公表している。

根拠法令
○政治資金規正法
６　政党助成法に基づく事務 

政党の支部からの令和５年分の使途等報告書の提出状況は、次のとおりである。

（令和６年３月31日現在）

	政党名
	提出団体数

	自由民主党
	22

	日本維新の会
	23

	社会民主党
	1

	国民民主党
	1

	立憲民主党
	6

	れいわ新選組
	2

	計
	55


※政党名は提出時点による

根拠法令
○政党助成法
７　選挙争訟　
次の各選挙に関する争訟について、審査の申立てに対する裁決を行うとともに、訴訟の提起に対して応訴するなど、係属中の案件について対応した。
（令和５年度係属事件）

・令和３年９月19日執行の阪南市議会議員選挙に係る争訟
訴訟（１件）　
８　市町村選挙事務に関する助言等
(1) 選挙執行時における助言等

　市町村の選挙にあっては、当該市町村選挙管理委員会からの相談に応じ、適切な助言を行った。

(2) 平常時における研修等

　　市町村選挙管理委員会の事務処理能力の向上を図るため、適宜研修及び助言を行った。

①　町村選挙事務研究会
②　都市選管連合会事務研究会

③　都市選管連合会初級・中級職員研修会

事務事業実績
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